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-------------------------------------------------------------------------------------- 

外国人の派遣社員が 

労災事故に遭ったら？ 

 

◆10 年で倍増した外国人労働者 

厚生労働省の推計によれば、外国人労働

者数は 2006 年に約 75 万 5,000 人とな

り、10 年前の約２倍に増えています。こ

のほか、約 17 万人の不法残留（オーバー

ステイ）の外国人労働者がいるとみられて

います。 

政府は、原則として外国人の単純労働を

認めていませんが、一部の日系人などは例

外とされているほか、研修生名目の外国人

などが単純労働に携わっています。 

今、自動車関連部品の下請けメーカーで、

日系人の派遣社員がプレス機械で指を切断

する事故に遭ったとしましょう。この場合、

外国人でも労災保険を受けたり、損害賠償

をメーカーに請求したりできるのでしょう

か。 

 

◆労災保険は適用、損害賠償は？ 

労働基準法は、国籍を理由に労働条件を

差別することを禁止しています。そのため、

外国人労働者であっても、当然に労災保険

法は適用されます。 

損害賠償については、実質的に指導を監

督し、安全配慮を怠った派遣先のメーカー

に請求することになるでしょう。通常、後

遺症が残るようなケガの損害額は、一般的

に 67 歳まで働いた場合に見込まれる収入

額をもとに逸失利益を計算して算出します。

家族とともに定住している場合など、合法

的な外国人労働者の逸失利益は日本人と同

様に算定し、慰謝料についても、後遺症の

等級認定や入通院費などをもとに、日本人

と同じ基準で算定するのが一般的です。 

 

◆不法就労だった場合は？ 

しかし、もしも不法就労であった場合に

は、損害賠償額が日本人より少なくなる可

能性があります。在留期間を過ぎていたパ

キスタン人が労災事故で後遺障害を負って

損害賠償を求めた訴訟で、最高裁は、不法

就労の場合は長期的に日本で就労できない

とし、事故後に退社してから３年間は日本

の収入基準で計算し、それ以降はパキスタ

ンの収入基準で計算するのが合理的としま

した（改進社事件：最三小判平 9.1.28）。

パキスタンの収入は日本の５分の１以下と

され、結果、賠償額は日本人に比べると少

額になりました。 

不法就労の外国人への賠償額が通常の日

本人より少ないという判決には、危険な仕

事を不法滞在の外国人にやらせることを助

長するのでは、という懸念もあります。こ

うした懸念への対策として、不法就労者自

体を減らすことが必要です。そのためには、

不法就労者の雇用について、罰則をより厳

罰化することなども選択肢の１つとして考

えられるべきではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年勤労感謝の日特別号

  ご連絡先：〒444－0224  
愛知県岡崎市中島中町４丁目３－１７ 
電話 ： 0564-43-3216  ＦＡＸ ： 0564-43-1439 
URL ： http://office-miura.jp 

ｅ－ｍａｉｌ：office-miura@office-miura.jp 
 

社会保険労務士・行政書士 

三浦法務事務所便り 

労務管理に強い社労士をお探しの方は、

当事務所にご連絡ください。 

 確かなサポートをお約束します！ 

 

初回相談＆お見積もり無料！ 

http://office-miura.jp
mailto:office-miura@office-miura.jp
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労働者派遣に関する新たな動き 

～2009 年問題、日雇い派遣～ 

 

◆「2009 年問題」対応で 

厚生労働省が通達 

厚生労働省は 9 月 26 日、物の製造業に

おいて派遣社員を３年間の期限を超えて働

かせる脱法行為を規制するため、「いわゆ

る『2009 年問題』への対応について」(職

発第 0926001 号、平成 20 年 9 月 26

日)と題する行政通達を出しました。この通

達では、派遣可能期間に係る基本的な考え

方や対応方法、労働局における周知啓発、

指導等の取扱いなどが示されています。 

派遣契約の終了後にいったん契約社員な

どに変更してから、再度派遣社員として雇

用すること（いわゆる「クーリング期間」

の悪用）が以前から行われており、問題視

されていました。このような「脱法行為」

を禁止するというのが今回の通達の主な目

的のようです。同通達では、今後、「指揮命

令が必要な場合は『直接雇用』に、必要な

い場合は『請負』に」と指導していますの

で、特に製造業を営む企業においては慎重

な対応が必要になります。 

 

◆フルキャストに再度の事業停止命令 

東京労働局は、日雇い派遣大手である「フ

ルキャスト」に対して、違法派遣（労働者

派遣法で禁止されている建設業・警備業や

港湾作業への労働者派遣）を行っていたこ

とにより事業停止命令を受けていた期間

（昨年 8 月 10 日から１～２カ月）中も派

遣を続けていたなどとして、昨年８月に続

く２度目の事業停止命令を出しました。 

 

◆大手が日雇い派遣から完全撤退へ 

上記処分（事業停止命令）の影響もあり、

同社は、2009 年 9 月末までに日雇い派遣

から完全撤退することを表明しました。日

雇い派遣が働く貧困層（ワーキングプア）

の温床であるとの批判が高まっており、ま

た、厚生労働省が日雇い派遣を原則禁止と

するために労働者派遣法を改正する方針を

示しているためと見られます。 

このような動きにより、日雇い派遣を利

用してきた企業には大きな影響がありそう

です。日雇い派遣最大手だった「グッドウ

ィル」がすでに 7 月末で廃業しており、フ

ルキャストの撤退により、ついに大手日雇

い派遣業者は消滅してしまいます。 

これまで日雇い派遣に依存してきた中小

企業（特に、運送業者や量販店など）など

は、今後は労働力を直接確保することが必

要になるため、新たに求人広告などの手間

や経費が必要となり、経営を圧迫しかねな

い状況です。 

 

１１月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜

前月以降に一括有期事業を開始してい

る場合＞［労働基準監督署］ 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の減額承認申請の

提出［税務署］ 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第 2 期分＞ 

［郵便局または銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の納付 

＜第 2 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働保険料の納付 

＜延納第 3 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［社会保険事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

 


